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資料４



問題意識

土地政策は（どのような政策も大なり小なり同様であるが）、国土交通省

だけでなく他省が所管する法制度とも深く関係している。

そのため、各政策に関するWebサイト等での国民への広

報や情報提供についても、関係各省が連携し、政策の意

義や課題、関連する法制度（システム）の全体像を分かり

やすく示していく努力が必要だろう。

しかし、関係各省が連携、協力してWebサイト等を作成し

ている例は少ないように思う。このことについて、Webサイ

トの事例を通して少し問題提起をしたい。
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例として取り上げるWebサイト

１．土地情報総合システム（国土交通省）

土地の価格（地価）情報の公開

２．地籍調査Webサイト（国土交通省）

地籍調査全般の広報・情報提供
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１．土地情報総合システム

公開される地価情報

①取引価格

②地価公示価格

 （公示地価）

国交省所管の制度

により整備される情報

③都道府県地価調査価格

 （基準地価）

https://www.land.mlit.go.jp/webland/ 4



①取引価格

②地価公示価格（公示地価）

③都道府県地価調査価格

（基準地価）

④相続税路線価（路線価）

⑤固定資産税路線価

地価の種類

国土交通省

財務省（国税庁）

総務省（市町村）

一物五価 or （公示地価と基準地価を一緒にして）一物四価
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相続税路線価の公開（国税庁）

https://www.rosenka.nta.go.jp/main_r04/tokyo/tokyo/prices/html/23014f.htm 6



https://www.chikamap.jp/chikamap/Portal 7
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２画面表示



https://www.land.mlit.go.jp/webland/servlet/MainServlet
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土地総合情報システム 全国地価マップ

取引価格 〇

地価公示価格（公示地価） 〇 〇

都道府県地価調査価格
（基準地価）

〇 〇

相続税路線価 〇

固定資産税路線価 〇
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２．地籍調査Webシステム

http://www.chiseki.go.jp/ 12



代表的な省連携

国土交通省（市町村）と法務省（法務局）の連携

地籍整備における各省連携

都市再生本部

第10回会合〔2003（平成15）年6月26日〕

「民活と各省連携による地籍整備の推進」

「都市再生の円滑な推進には、土地の境界、

面積等の地籍を整備することが不可欠である」
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２．地籍調査Webシステム

http://www.chiseki.go.jp/ 14



▶登記所備付地図の現状地籍調査の成果は登記所にも送付され、登記簿の

記載事項が修正され、登記所に備え付けられてい

る地図が更新されることが記載されている

http://www.chiseki.go.jp/about/point/index.html
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登記所（法務局）が独自に「登記所備付地図作成

作業」を実施していることには言及がない。

▶登記所備付地図の現状

http://www.chiseki.go.jp/about/touki_chizu/index.html



２．地籍調査Webサイト
・・・

登記所備付地図作成作業についてはこちら

http://www.chiseki.go.jp/ 17
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登記所備付地図作成作業の概要

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00236.html



19https://www.moj.go.jp/content/001376118.pdf
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地籍調査Webサイト

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00236.html



問題意識
再掲

土地政策は（どのような政策も大なり小なり同様であるが）、国土交通省

だけでなく他省が所管する法制度とも深く関係している。

そのため、各政策に関するWebサイト等での国民への広

報や情報提供についても、関係各省が連携し、政策の意

義や課題、関連する法制度（システム）の全体像を分かり

やすく示していく努力が必要だろう。

しかし、関係各省が連携、協力してWebサイト等を作成し

ている例は少ないように思う。このことについて、Webサイ

トの事例を通して少し問題提起をしたい。
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